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福島県・「倒産リスク」分析調査（２０２５年） 
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企業が１年以内に倒産する確率を１０段階のグレードで表す指標「倒産予測値」（※）算出の福島

県内企業約２万３０００社のうち、２０２５年１２月時点で高リスク企業（グレード８～１０）は全体

の 10.３%にあたる２３１８社と前年に比べ８４社増加した。業種大分類別では、「建設業」が最

多の７１２社となり、前年比６６社・１０．２%増であった。売上規模別では「1 億円未満」が全体の

約７割、従業員規模別では「10 人未満」が８割近くを占めた。 

 
 

※倒産予測値とは 

  倒産予測値とは今後１年以内に倒産する確率を個別企業ごとに算出したリスク指標  

  現地現認の信用調査と、独自のネットワークによる変動情報などを集積した帝国データバンクが保有するビッグデータから、倒産に関係が深い要

素だけに焦点を当て、独自の統計モデルにより算出 

  個別企業ごとに予測したリスク指標を G1～G10 の１０段階のグレードに設定しており、G1 が最も倒産リスクが低く、G10 が最もリスクが高いグ

レードとなっていてグレードが高いほど実際に倒産が発生している  

※高リスク企業 

  倒産予測値のグレードが 8～10 であり、倒産リスクが高い企業群  

  

SUMMARY 
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８割近くが「従業員１０人未満」の企業       

「建設業」が最多の 712 社 

 

福島県の高リスク企業数は 
２３１８社 
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高リスク企業は２３１８社、前年比８４社増                    

企業が１年以内に倒産する確率を１０段階のグレードで表す指標「倒産予測値」算出対象の県内企業約２

万３０００社のうち、２０２５年１２月時点で高リスク企業は全体の１０．３%にあたる２３１８社であった。２０２４

年１２月時点の２２３４社と比較すると８４社・3.8％増となった。 

２０２５年の倒産件数は１０１件、また同年に休業・廃業、解散した県内企業は９０９件と年間で最多だった。

２０２５年に市場から退出した県内企業は１０００件を超える高水準となるなか、企業倒産の先行指標ともい

える高リスク企業も増加したことは今後の懸念材料となろう。 

倒産件数・高リスク企業推移  

 

従業員数「１０人未満」が高リスク企業の８割近くを占める 

従業員数別にみると、「１０人未満」が７８．１％を占め、その内訳は「５人未満」が１４００社（６０．４％）、「５

～１０人未満」が４１０社（１７．７％）となった。売上高別では、「１億円未満」が１６４４社と最も多く、全体の７０．

９％を占めた。 

２０２５年は物価高や賃上げ、人手不足などの経営課題に直面し、事業継続を断念する小規模企業が相

次いだ。このなかには、業歴１０年未満の新興企業も多く含まれ、事業展開が軌道に乗らないまま資金繰り

が行き詰まったケースもみられる。多くの中小・小規模企業は、コロナ禍をゼロゼロ融資や協力金・給付金

などによって乗り切った。しかし、その後の物価高や人手不足、賃上げへの対応、価格転嫁の停滞、ゼロゼ

ロ融資の返済負担などが重なり、収益回復が遅れる企業も少なくない。 
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   （左図）従業員数別  高リスク企業数               （右図）  売上高別  高リスク企業数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種大分類別では「建設業」が７１２社で最多 

業種大分類別では、「建設業」が最多の７１２社、前年比６６社・１０．２%増となった。次いで、「小売業」が

491 社（同３社・０．６％増）、「製造業」が４８２社(同５３社・１２．４%増)となった。前年に続き、高リスク企業

の最多業種は「建設業」であったが、増加率では「製造業」が目立った。トランプ関税、円安・原材料価格の

高騰、人手不足などのコスト増に価格転嫁が追いつかず高リスク企業が増加した。 

一方で、高リスク企業が最も減少した業種は「運輸・通信業」で、前年比３８社・１７．８%減となった。運賃

の価格転嫁が進んでいる企業は収益改善が図れていることが寄与したと考察される。  

業種大分類別  高リスク企業数  
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高リスク企業数は「職別工事業」が３６８社で最多 

「総合工事業」も２００社台 

企業数を業種５１分類別（※TDB 倒産集計の業種区分に準ずる）にみると、最多は「職別工事業」の３６８

社であった。次いで「総合工事業」が２８０社、「運輸業」で１７５社、「飲食料品小売業」が１６５社、「食料品・

飼料・飲料製造業」が１４３社と続いた。 

業種 51 分類  高リスク企業数トップ 5 

 

高リスク化が６０１社、良化を上回り全体では悪化傾向 

２０２４年から２０２５年の１年間のリスク分布変化をみると、高リスクへ悪化した県内企業は６０１社、中低

リスクへ良化した県内企業は４４１社あった。悪化企業が良化企業を１６０社上回り、全体では小規模企業を

中心に高リスク企業が増加した。良化した企業のなかには、事業ポートフォリオの見直しや価格戦略・原価

管理の精度向上によって収益力を高めた企業、増収増益を果たして事業基盤を強化し中低リスク圏へ移行

した企業も含まれるなど、その実態は一様ではない。 

2024-2025 年推移  
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高リスク企業出現率 TOP３は「長野県」「栃木県」「島根県」 

都道府県別の高リスク企業の出現率をみると、「長野県」が１４．６%（３７００社、前年比１３０社増）で最も

高く、「栃木県」が１３．６％（２９４８社、同３１社減）、「島根県」が１３．４％（１２１３社、同３社減）で続いた。自

動車関連や精密・電子部品など「製造業」の明暗に加え、小規模企業の比率が高い「建設業」においても高

リスク企業が生じやすい。これにより、地域ごとの取引構造や地元中核企業の業績が、地域内企業へ連鎖

的に波及する構造が浮き彫りになった。こうした要因が重なり、各地域では優勝劣敗の傾向が進行した。 

都道府県別  高リスク企業数・出現率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の見通し 

２０２５年は、トランプ関税や円安、物価高、人手不足など厳しい経営環境が続き、企業業績はコロナ禍か

らの回復基調に水を差される格好となった。その結果、福島県内の高リスク企業は２３１８社と、前年比８４社

増となった。とりわけ、従業員数「１０人未満」の企業が全体の８割近くを占めており、外部環境の変化に対す

る耐性の弱さが改めて浮き彫りとなった。 

高リスク企業はこれまで、政府による手厚い資金繰り支援により一定程度抑制されてきた。しかし、コロナ

借換保証は２０２６年９月までに返済のピークを迎える見通しであり、資金繰り環境は今後一段と厳しさを増

す可能性がある。さらに海外では、米国とイスラエルによるイラン攻撃や、それに対するイランの報復などを

背景に地政学リスクが高まっている。これにより、原油高やエネルギーコストの上昇に加え、原材料調達の

停滞や物流の遅延、金融市場の混乱などが重なり、企業活動への影響は国内外を問わず、広範囲に及ぶ可
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能性がある。収益管理やコスト構造に課題を抱える企業にとっては、こうした外部環境の変化を吸収する余

力が乏しく、資金繰りの悪化は避けがたい。 

一方で、増収増益を達成している企業は１８９３社にのぼる［※２０２５年１１月発表「福島県・『増収増益企

業』分析調査（２０２４年度）」]。物価高や人件費上昇への対応が遅れ、倒産リスクを高める企業がある反面、

価格転嫁を進め収益を確保する企業もあり、企業間の二極化は一段と鮮明になっている。 

不確実性が高まるなか、市場や取引先の動向、需給の変化を的確に捉え、状況に応じて迅速に対応でき

る体制の構築がこれまで以上に重要となる。持続的成長に向けては、成長企業との関係強化に加え、事業

再構築やＭ＆Ａの活用、サプライチェーンの見直しなどを通じた経営基盤の強化が不可欠である。こうした

取り組みの差が企業の明暗を分け、今後も二極化の進行が見込まれる。 


